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株主の皆様へ
　株主の皆様におかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　第 50期第 2四半期株主通信をお届けするにあたり、ご挨拶を申し上げます。

　先ず、上半期の経営状況についてご報告します。7月から 12 月末迄の総受注額は 53 億円（前年対比

110%）で、特に、東日本および中日本地区において好調に業務の受注ができました。下半期に向けては、

平成 23 年度第三次補正予算（国交省関連は震災復興事業を中心に 1.2 兆円規模）の執行が期待できると

判断し、技術提案型業務の特定強化と地方自治体に対する受注活動に全力を傾注します。

　一方、売上げに寄与する 12月末の総手持額は、100 億円（前年同月 90億円）程が確保できました。年

度末に向け現業部門は繁忙な時期を迎えますが、売上額 100 億円、営業利益 3億円以上を目指し、社員一

丸となり後半戦に望む所存であります。

　さて、本年は、復興元年の年となります。いよいよ震災復興に向け、被災地域の復興道路整備（新規

224km）等の様々な大プロジェクトがスタートします。当社は、減災まちづくり事業、津波対策事業、防

災的要素を兼ねた道路インフラの整備、河川や港湾の耐震対策、急傾斜地の保全対策等に対して、防災事業部、社会創造事業部、

構造保全事業部の総力を挙げて取り組み、社会的使命を果たしたいと考えています。

　来年１月、当社は記念すべき 50 周年を迎えます。大変に厳しい市場環境ではございますが、組織の結束を強化し、未来に向かっ

て大きく飛翔したいと考えます。引き続き、株主の皆様のご指導・ご鞭撻を謹んでお願い申し上げます。

平成 24年２月

代表取締役社長

 川神　雅秀
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決算ハイライト
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※第 50 期通期は予想数値です。実際の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。
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決算ハイライト
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　当社は、1995 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中越地震等の巨大地震による震

災復旧に業界の中核的立場でかかわって参りました。この度の震災においても、地

震後、直ちに多数の技術者を東日本地域に緊急派遣し、公共施設の安全点検を実施

しました。また、本社に震災復興支援室、東北支社に震災対策室を設け、復旧・復

興に必要な様々な技術の開発、災害査定調査、公共インフラの復旧設計業務など、

今日まで、総件数 80件、総額 5.5 億円程の業務を受託し実施しました。さらに、津

波により被災した市街地の復興関連業務を国土交通省都市・地域整備局に技術提案

（福島県相馬市、福島県浪江町・双葉町他、宮城県女川町）し、新たな減災街づくり

事業に関与する機会を得ました。一方で、津波に対する公共施設の安全性確保につ

いても、複数の大学、国土交通省の研究機関、業務提携先の㈱耐震解析研究所と共

同で調査研究を実施し、その成果は論文により公表し高い評価を受けています。　

　今後、復興には少なくとも 23 兆円規模の事業費と 10 年間の歳月が必要となりま

すが、本年より、リーディングプロジェクトである復興道路の建設、多重防御型の

減災街づくり事業などがスタートします。

　当社は、東北支社の組織体制を重点的に強化し、様々な分野の復興事業に挑戦的

に参画したいと考えています。

震災復興への取り組み

市街地の高台移転検討例

津波シミュレーション検討例

地震発生時 津波到達時

高台移転候補地

漁港
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科目

■貸借対照表（要旨）

　  　	 当第２四半期	 前事業年度　
	 （2011 年 12 月 31 日現在）	 （2011 年６月 30日現在）

資産の部

流動資産	 4,259,576	 2,626,830

固定資産	 4,735,579	 4,810,663

　有形固定資産	 3,859,718	 3,867,648

　無形固定資産	 89,292	 88,396

　投資その他の資産	 786,569	 854,618

　資産合計	 8,995,156	 7,437,493

（単位：千円）

主要財務データ

　  　	 当第２四半期	 前事業年度　
	 （2011 年 12 月 31 日現在）	 （2011 年６月 30日現在）

負債の部

流動負債	 4,560,260	 2,227,292

固定負債	 1,516,381	 1,536,526

負債合計	 6,076,641	 3,763,819

純資産の部

株式資本	 2,932,169	 3,686,860

評価・換算差額等	 △ 13,655	 △ 13,186

純資産合計	 2,918,514	 3,673,674

負債純資産合計	 8,995,156	 7,437,493

■損益計算書（要旨） ■キャッシュ・フロー計算書（要旨）

　  　	 当第２四半期	 前第２四半期
	 （2011 年７月１日から	 （2010 年７月１日から
	 2011 年 12 月 31 日まで）	 2010 年 12 月 31 日まで）

売上高	 1,819,423	 1,248,488

売上総利益	 241,903	 135,019

　販売費及び一般管理費	 1,292,195	 1,406,975

営業利益	 △ 1,050,292	 △ 1,271,955

経常利益	 △ 1,059,578	 △ 1,281,689

税引前四半期純利益	 △ 1,104,895	 △ 1,340,811

四半期純利益	 △ 716,398	 △ 855,730

（単位：千円） （単位：千円）

科目

科目 区分
　  　	 当第２四半期	 前第２四半期
	 （2011 年７月１日から	 （2010 年７月１日から
	 2011 年 12 月 31 日まで）	 2010 年 12 月 31 日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー	 △ 1,911,272	 △ 3,216,532

投資活動によるキャッシュ・フロー	 △ 58,143	 △ 80,427

財務活動によるキャッシュ・フロー	 1,605,207	 1,349,988

現金及び現金同等物に係る換算差額	 △ 861	 △ 304

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）	 △ 365,069	 △ 1,947,276

現金及び現金同等物の期首残高	 835,205	 2,260,586

現金及び現金同等物の四半期末残高	 470,135	 313,310
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会社データ

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株 主 数

１単元の株式の数

２４,０００,０００株

７,６６０,０００株

１,４５５名

１００株

■株式の状況■会社概要

社　　　名	 大日本コンサルタント株式会社

	 NIPPON ENGINEERING CONSULTANTS CO., LTD.

設　　　立	 １９６３年（昭和３８年）１月２３日

資　本　金	 １３億９千９百万円

社　　　員	 社員総数５７０名（男性５４１名　女性２９名）

子　会　社	 Nippon Engineering-Vietnam Co., Ltd.

	 ＮＥテクノ株式会社

代表者及び役員        

　代表取締役社長　川神雅秀	 常勤監査役　高島　　肇

　常  務  取  締  役　藤田　隆	 監  査  役※　吉田　　勝

　常  務  取  締  役　高久　晃	 監  査  役※　阿久津政俊

　取　　締　　役　土井　朗　　

　取　　締　　役　新井伸博　　　　　　　　

　取　　締　　役　折原久治　　　　　　　　※社外監査役

株主名	 持株数（千株）	 持株比率（％）

大日本コンサルタント社員持株会	 ７９０	 １０.３２

原田　始	 ７０２	 ９.１７

大日本コンサルタント社友持株会	 ４６５	 ６.０７

株式会社 北陸銀行	 ３２５	 ４.２５

古河機械金属 株式会社	 １９０	 ２.４８

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行	 １８１	 ２.３７

川田テクノシステム 株式会社	 １７２	 ２.２５

富士前鋼業 株式会社	 １６５	 ２.１５

富士前商事 株式会社	 １４６	 １.９１

日本マスタートラスト信託銀行 株式会社	 １４０	 １.８３

三菱ＵＦＪ信託銀行 株式会社	 １４０	 １.８３

（2011 年 12 月 31 日現在） （2011 年 12 月 31 日現在）

大株主
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■株式に関する事項

事業年度	 ７月１日〜翌年６月３０日

定時株主総会	 毎年９月

基準日	 定時株主総会　６月３０日

	 期末配当　　　６月３０日

１単元の株式の数	 １００株

公告の方法	 電子公告により行います

	 公告掲載ＵＲＬ　 http://www.ne-con.co.jp/

	 （ただし、やむを得ない事由により電子公告を

	 行うことができない場合は、日本経済新聞に掲

	 載いたします。）

上場証券取引所	 東京証券取引所（市場第二部）

株主名簿管理人	 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

同連絡先	 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

	 〒１３７-８０８１　東京都江東区東砂七丁目１０番１１号

	 TEL ０１２０-２３２-７１１（通話料無料）

■当社お問い合わせ窓口

　経営企画室ＩＲ担当

　〒１７０-０００３ 

　東京都豊島区 駒込三丁目２３番１号

　TEL ０３-５３９４-７６１１（代）

　E-mail info@ne-con.co.jp

■ホームページのご案内

当社のホームページにて、会社概要、

事業の紹介、ＩＲ情報などを公開して

おります。是非、ご活用ください。

URL　http://www.ne-con.co.jp/

株式メモ
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